
腑
舅
睫
財
魃
黎
凸
鰤
Ｉ
Ｓ
Ｇ
投
濾

２
０
１
４
年
に
誕
生
し
た
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ

（
Ｎ
壼
ｐ
ｐ
ｏ
ｎ
　
Ｉ
ｎ
ｄ
ｉ
ｖ

・ｌ
ｄ
ｕ
ａ
ｌ
　
Ｓ
ａ
ｖ
・ｌ
ｎ
ｇ
ｓ

Ａ
ｃ
ｃ
ｏ
ｕ
ｎ
ｔ
）
制
度
は
ヽ
日
本

に
お
け
る
個
人
投
資
の
活
性
化
と
資

産
形
成
を
促
進
す
る
た
め
の
画
期
的

な
取
り
組
み
で
す
。
従
来
、
株
式
や

投
資
信
託
な
ど
の
金
融
商
品
に
投
資

す
る
と
、
売
却
益
や
配
当
金
な
ど
に

対
し
て
約
２０
％
の
税
金
が
課
せ
ら
れ

ま
す
。
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
そ
の
ル
ー
ル
を

一
新
し
、
「Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
回
座
」
内
で
特

定
の
金
融
商
品
か
ら
得
ら
れ
た
利
益

が

一
定
期
間
非
課
税
と
な
る
仕
組
み

で
す
。

田
年
現
在
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
は
成
人

向
け
の

「
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」
と
「
つ
み

た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」
、
そ
し
て
来
成
年
者

向
け
の
「ジ

ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」
の
３

種
類
が
あ
り
ま
す
。
厖
年
に
投
資
金

額
の
制
限
や
非
課
税
期
間
の
短
さ
な

ど
の
課
題
を
受
け
て
税
制
改
正
が
行

わ
れ
、

２４
年
１
月
か
ら
は
新
し
い
Ｎ

Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
す
。

鰊 ⑪骰

新
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
の
特
長
は
、投
資

上
限
額
の
引
き
上
げ
や
、
非
課
税
期

間
の
恒
久
化
、
そ
し
て
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資

関
連
の
金
融
商
品
の
追
加

（筆
者
調

査
で
は
２３
年
９
月
時
点
で
２５
本
超
の

Ｅ
Ｓ
Ｇ
関
連
金
融
商
品
が
リ
ス
ト
ア

ッ
プ
さ
れ
て
い
ま
す
）な
ど
、投
資
対

象
商
品
の
充
実
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

Ｅ
Ｓ
Ｇ
と
は
、
環
境

（
Ｅ
ｎ
ｖ
ｉ

ｒ
ｏ
ｎ
ｍ
ｅ
ｎ
ｔ
）
、
社
会

（Ｓ
ｏ

ｃ
ｉ
ａ
ｌ
）
、ガ
バ
ナ
ン
ス

（Ｇ
ｏ
ｖ

ｅ
ｒ
ｍ
ａ
ｎ
Ｃ
ｅ
）
の
頭
文
字
を
組

み
合
わ
せ
た
言
葉
で
あ
り
、
企
業
や

投
資
対
象
の
持
続
可
能
性
や
社
会
的

責
任
を
評
価
す
る
た
め
の
鍵
と
な
る

要
因
で
す
。
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
は
、
こ
れ

ら
の
要
因
を
考
慮
に
入
れ
て
投
資
対

象
を
選
び
、
企
業
の
持
続
的
な
成
長

や
社
会
的
な
価
値
を
重
視
し
た
投
資

ス
タ
イ
ル
で
す
。

Ｇ

ｌ

ｏ
ｂ

ａ
ｌ

　

Ｓ

ｕ

ｓ
ｔ

ａ
ｉ

ｎ
ａ
ｂ

ｌ

ｅ
　

Ｉ

ｎ

ｖ

ｅ

ｓ
ｔ

ｍ

ｅ

ｎ
ｔ
　
Ａ
ｌ
ｌ
ｉ
ａ
ｎ
ｃ
ｅ

（Ｇ
Ｓ

Ｉ
Ａ
）
の
報
告
に
よ
る
と
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
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投
資
は
１６
年
の
塑

・
８
兆
ド
ル
か
ら

わ
ず
か
５
年
間
で
約
ｌ

ｏ
５
倍
に
な

り
、
即
年
に
は
世
界
全
体
で
３５

・
３

兆
ド
ル
に
達
し
ま
し
た
。
日
本
に
お

け
る
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
市
場
の
拡
大
は
さ

ら
に
著
し
く
、
同
調
査
に
よ
る
と
、

”
年
に
は
５
年
前
と
比
較
し
て
何
と

６
倍
に
も
上
る
約
２

・
８
兆
ド
ル
に

到
達
し
ま
し
た
。

新
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
で
は
、
リ
ス
ク

を
分
散
さ
せ
な
が
ら
環
境
負
荷
を
低

減
し
、
社
会
的
な
価
値
を
生
み
出
す

企
業
を
す
援
す
る
こ
と
が
個
人
投
資

家
に
期
待
さ
れ
ま
す
“
特
に
、
社
会

的
イ
ン
パ
ク
ト
や
長
期
的
な
価
値
を

重
裸
す
る
投
資
ス
タ
イ
ル
が
促
進
さ

れ
る
よ
う
に
な
る
で
し
ょ
う
。

か
つ
て
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
商
品
は
運

用
コ
ス
ト
が
高
い
と
さ
れ
て
き
ま
し

た
が
、
新
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
の
導
入
を

控
え
、
証
券
会
社
が
信
託
報
酬
な
ど

の
運
用
コ
ス
ト
を
引
き
下
げ
る
動
き

が
活
発
化
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
よ

り
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
商
品
の
コ
ス
ト
も

低
下
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
非
課
税
期
間
の
恒
久
化
に
よ

り
、
投
資
家
が
長
期
的
に
資
産
を
運

用
す
る
機
会
が
広
が
り
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投

資
規
模
の
拡
大
に
も
つ
な
が
る
と
考

え
ら
れ
ま
す
。

一
方
で
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
評
価
の
標
準
化

や

「グ
リ
ー
ン
ウ
ォ
ッ
シ
ン
グ
」
な

ど
の
課
題
も
浮
上
し
て
い
ま
す
。
現

状
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
評
価
は
異
な
る
機
関
や

指
標
に
よ

っ
て
行
わ
れ
、
評
価
の

一

貫
性
や
透
明
性
に
課
題
が
あ
り
ま

す
。
ま
た
、　
一
部
の
企
業
が
Ｅ
Ｓ
Ｇ

関
連
情
報
を
誇
張
す
る

「グ
リ
ー
ン

ウ
ォ
ッ
シ
ン
グ
」
の
リ
ス
ク
も
存
在

し
、
個
人
投
資
家
に
と
っ
て
、
企
業

の
Ｅ
Ｓ
Ｇ
の
取
り
組
み
を
正
確
に
判

断
す
る
こ
と
が
難
し
く
な
る
可
能
性

が
考
え
ら
れ
ま
す
。

今
後
は
、
個
人
投
資
家
向
け
の
Ｅ

Ｓ
Ｇ
教
育
や
、
適
切
な
情
報
開
示
イ

ン
フ
ラ
の
整
備
を
促
進
し
、
個
人
投

資
家
が
Ｅ
Ｓ
Ｇ
評
価
や
投
資
リ
ス
ク

を
理
解
し
、
適
切
な
投
資
判
断
を
行

え
る
よ
う
に
サ
ポ
ー
ト
す
る
環
境
づ

く
り
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

り
ゅ
う

。
は
く
　
埼
玉
大
学
大
学
院
経
済
科
学
研
究
科
博
士
後
期
課
程

修
了
。
博
士

（経
済
学
）
。
専
門
は

「財
務
管
理
論
」
二
環
境
会
計
論
」
。

主
な
著
書
に

「財
務

。
非
財
一務
情
報
の
統
合
分
析
」

（単
著
）
泉
文
堂
２

０
２
０
年
刊
行
、

「経
済
情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
」

（量
（著
）
泉
文
堂
２３
年
刊

行
。
最
近
の
論
文
に

「鉄
鋼
業
に
お
け
る
脱
炭
素
対
策
の
環
境
性
と
経
済

性
の
両
立
度
の
実
態
分
析
」
日
本
財
務
管
理
学
会

「年
報

財
務
管
理
研

究
」
第
３３
号
、
四
年
刊
行
。


